
 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人事・労務に役立つ NEWS LETTER 

B’s事務所通信 4 
2022 

2022 年（令和 4 年）4 月号 

「カスタマーハラスメント対策企業マニュアル」などが公表されました 

令和３年の通常国会で育児・介護休業法等を改正する法律が成立し、段階的に施行されることになって
います。今回は、令和４年 10 月から施行される出生時育児休業（産後パパ育休）について認められる「休業中
の就業」の概要を紹介します。 

令和４年４月から段階的にスタート 令和３年の育児・介護休業法等の改正❻ 

本年（令和４年）の２月下旬、厚生労働省は、関係省庁と連携の上、顧客等からの著しい迷惑行為
（いわゆるカスタマーハラスメント）の防止対策の一環として、｢カスタマーハラスメント対策企業マニュア
ル｣、マニュアルの概要版であるリーフレット及び周知・啓発ポスターを作成し、これらを公表しました。 

以下で、マニュアルの一部を紹介します。 

発行：社会保険労務士法人びいずろうむ 
〒466-0014 名古屋市昭和区東畑町2丁目39-1 ARK BRAIN 2B 

TEL 052-753-4866  FAX 052-753-4867  e-mail  info@b-z.jp  通巻No.151 

 

★企業がカスタマーハラスメントを受けると、金銭、時間、精神的な苦痛など、多大な損失を招くことが想定されま
す。対策を講じておき、損失を最小限にとどめたいところです。今回作成されたマニュアル・リーフレット・ポスタ
―は、カスハラ対策を進める際に、参考になり、活用できるものとなっています。必要であればご用意いたします。 

･･･････････････････････マニュアルから抜粋／カスタマーハラスメントとは？など･････････････････････ 

 ■ カスタマーハラスメントとは 

■ カスタマーハラスメントを想定した事前の準備 

(最後のページへ続く) 



令和４年４⽉からの年⾦制度 
 

年金制度改正法（令和２年法律第 40 号）等の施行に

より、年金制度の一部が改正されます。４月からどの

ように変わるのか見ていきます。 

 

◆繰下げ受給の上限年齢引上げ 
老齢年金の繰下げ年齢の上限が 75 歳に引き上げら

れます（現在の上限は 70 歳）。また、65 歳に達した

日後に受給権を取得した場合についても、繰下げの上

限が 10 年に引き上げられます（現在は５年）。 

 

◆繰上げ受給の減額率の見直し 
年金の繰上げ受給をした場合の減額率が、１月あた

り 0.4％に変更されます（現在は 0.5％）。 

 

◆在職老齢年金制度の見直し 
60 歳から 64 歳に支給される特別支給の老齢厚生年

金を対象とした在職老齢年金制度について、支給停止

とならない範囲が拡大されます（支給停止が開始され

る賃金と年金の合計額の基準が 28万円から 47万円に

緩和。65 歳以上の在職老齢年金と同じ基準に）。 

 

◆加給年金の支給停止規定の見直し 
加給年金の加算対象となる配偶者が、被保険者期間

が 20 年（中高齢者等の特例に該当する方を含む）以上

ある老齢、退職を支給事由とする年金の受給権を有す

る場合、その支給の有無にかかわらず加給年金が支給

停止となります（経過措置あり）。 

 

◆在職定時改定の導入 
現在は、老齢厚生年金の受給権者が厚生年金の被保

険者となった場合、65 歳以降の被保険者期間は資格喪

失時（退職時・70 歳到達時）にのみ年金額が改定され

ますが、在職中の 65 歳以上 70 歳未満の老齢厚生年金

受給者について、年金額が毎年１回定時に改定が行わ

れるようになります。 

 

◆国⺠年金⼿帳から基礎年金番号通知書への切替え 
国民年金制度または被用者年金制度に初めて加入

する方には、「基礎年金番号通知書」が発行されるこ

とになります。既に年金手帳を所持している方には

「基礎年金番号通知書」は発行されません。 

【日本年金機構「令和４年４月から年金制度が改正されます」】 

https://www.nenkin.go.jp/oshirase/topics/2022/0228.html 

 

新型コロナウイルス感染症における 
水際対策の最新情報 

 

◆水際対策に係る措置について 
新型コロナウイルス感染症対策において、令和２年

12 月から「水際対策強化に係る新たな措置」が出され

ています。頻繁に更新がかけられていますが、令和４

年３月から緩和されていますので、最新情報をまとめ

ます。 

 

◆日本への入国の際必要なこと 
(1) 検査証明書の提示 

「出国前72時間以内に受けた検査の結果の証明書」

の提出が必要です。 

(2) 検疫所が確保する宿泊施設での待機・誓約書の提出 

日本入国前に滞在した国・地域に応じて、検疫所が

確保する宿泊施設で待機し、検査を受ける必要があり

ます。また、待機期間中における公共交通機関の不使

用、自宅等での待機、位置情報の保存・提示、接触確

認アプリの導入等について誓約する必要があります。 

(3) スマートフォンの携行、必要なアプリの登録 

誓約書の誓約事項を実施するため、位置情報を提示

するために必要なアプリ等を利用できるスマートフ

ォンの所持が必要となります。 

(4) 質問票の提出 

待機期間中の健康フォローアップのため、検疫時に

メールアドレス、電話番号等の連絡先を確認します。 

(5) ワクチン接種証明書の提示 

一定の条件をみたすワクチン接種証明が必要になります。 

 

◆水際措置の見直し（令和４年３月１日午前０時より） 
(1) 入国後の自宅等待機期間の変更等 

指定国・地域からの帰国・入国の有無およびワクチン接

種証明書の保持の有無、入国後の自主検査の判定結果によ

り、入国後の自宅待機期間が原則７日間から緩和されます。 

また、自宅等待機が必要な方について、一部の条件

を満たせば、入国後の自宅等への移動に限り、公共交

通機関の使用が可能となりました。 

(2) 外国人の新規入国制限の見直し 

全国・地域からの外国人の新規入国は原則一時停止



されていましたが、日本所在の受入責任者が所定の申

請を完了した①商用・就労目的の短期間滞在（３月以

下）、②長期間滞在の外国人について、新規入国が認め

られるようになりました。 

【厚生労働省「水際対策に係る新たな措置について」】 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/buny

a/0000121431_00209.html 

 

中⼩企業の賃⾦動向と今後の⾒通し 

 

◆給与水準を引き上げた企業は昨年より上昇も、
２年連続で半数を下回る 
コロナ禍で経営環境が厳しく、従業員の賃上げにも

二の足を踏む企業も多いところです。日本政策金融公

庫が公表した「中小企業の雇用・賃金に関する調査」

結果（調査時点 2021 年 12 月、有効回答数 5,640 社）

によると、2021 年 12 月の正社員の給与水準を前年か

ら「上昇」させた企業割合は 41.1％と、前回調査

（31.2％）から9.9ポイント上昇したそうです。ただ、

コロナ禍前は給与水準上昇との回答が５割を超えて

いたことから、２年連続で半数を下回っている点が指

摘されています。 

 

◆正社員の給与水準上昇の背景 
同調査では、「正社員の給与水準上昇の背景」も聞

いており、「自社の業績が改善」と回答した企業割合

が 35.0％と最も高く、次いで「採用が困難」（19.3％）、

「最低賃金の動向」（18.1％）、「同業他社の賃金動

向」（10.3％）と続いています。 

特に 2021 年は、「最低賃金の動向」による影響が前

年度よりも増加していることから、過去最大の上げ幅

となった最低賃金の引上げが影響を与えたことがわ

かる結果となっています。 

 

◆他社との採用競争と給与水準の見直し 
2022 年見通しをみると、給与水準を「上昇」と回答

した企業割合は 44.4％となっており、増加傾向にあり

ます。コロナによる影響から持ち直している企業も増

える中、すでに人手不足を訴える企業も増えています。

人手不足は売上機会の逸失というリスクを生み、企業

の経営上、影響は非常に大きいところです。今後、他

社との人材獲得競争の中、給与水準の見直しを検討す

ることも考えられるでしょう。 

【日本政策金融公庫「中小企業の雇用・賃金に関する

調査結果」】 

https://www.jfc.go.jp/n/findings/pdf/tokubetu_2

20225.pdf 

 

印紙の貼り忘れで 
本来の３倍の⾦額を⽀払うことに…… 

⽂書の適切な管理、できていますか︖ 
 

◆１億 5,000 万円の過怠税追徴の事例 
大手コンビニエンスストアが数年間の印紙税計約

１億3,000万円の納付漏れを国税局に指摘されたとの

報道がありました。フランチャイズチェーン加盟店と

交わした取引に関する文書について、課税対象と認識

せず、収入印紙を貼っていなかったとのことで、過怠

税約１億 5,000 万円が追徴されたとみられます。 

 

◆印紙税を納めなかったらどうなる!? 
印紙税は、印紙税法別表第１に定められている20種

類の課税文書に対し課されます。税務署の調査で印紙

の貼り忘れが発覚した場合、納付しなかった印紙税の

額とその２倍に相当する金額との合計額、すなわち当

初に納付すべき印紙税の額の３倍に相当する過怠税

が徴収されることになります。 

ただし、調査を受ける前に自主的に不納付を申し出

たときは、過怠税は1.1倍に軽減されます。実務上は、

当初から課税文書に該当しないと判断して貼ってい

なかったなど悪質でない場合には、調査官からこの軽

減によるペナルティが提案されることもあります（上

記事例はこのケースだと考えられます）。 

 

◆文書の適切な管理が必要 
過怠税は額も大きくなり、また、その全額が法人税

の損金や所得税の必要経費には算入されないため、影

響も大きいものです。 

印紙漏れの対策としては、日頃から、作成する文書

が課税対象となるか否か、適切に管理することが第一

となります。そして、課税対象であればきちんと印紙

を貼付・消印するという業務フローを徹底しましょう。

判断が難しいことも多いので、わからないときには税

務署に相談したり専門家のアドバイスを受けたりし

て、漏れのないよう対応していきましょう。 
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◆あとがき◆ 桜の季節となり、まんえん防止も解除され、お出かけが楽しくなりますね。佐藤は最近毎

週のように低山を歩いています。街中でマスクしなくてよい日がもうすぐでしょうか。◆新事務所の工事

が進んできました。引越期間中はご迷惑をおかけすることもありますが何卒ご了承ください。 

★「出生時育児休業（産
後パパ育休）の中の就
業」を実施するために
は「労使協定」が必要と
なり、「就業規則（育児・
介護休業規程）」の整備
も必要となります。ご
質問等があれば、気軽
にお声掛けください。 

･････････････出生時育児休業（産後パパ育休）について認められる「休業中の就業」の概要････････････ 

□ 出生時育児休業については、労使協定を締結している場合に限り、労働者が合意し
た範囲で休業中に就業することが可能。 

□ 「休業中の就業」の具体的な⼿続きの流れは、次の①〜④のとおりです。 
① 労働者が就業してもよい場合は、事業主にその条件を申し出 
② 事業主は、労働者が申し出た条件の範囲内で候補日・時間を提示（候補日等が

ない場合はその旨を提示） 
③ 労働者が同意 
④ 事業主が通知 

□ 就業可能日等には、次のような上限があります。 
● 休業期間中の所定労働日・所定労働時間の半分 
● 休業開始・終了予定日を就業日とする場合は当該日の所定労働時間数未満 

例）所定労働時間が１日８時間、１週間の所定労働日が５日の労働者が、休業２週
間・休業期間中の所定労働日 10 日・休業期間中の所定労働時間 80 時間の場合 

➡ 就業日数上限５日、就業時間上限 40 時間、 
休業開始・終了予定日の就業は８時間未満 

4/11 ● 2022 年３月分の源泉所得税、住民税特別徴収税の納付 

 4/15 ● 給与支払報告に係る給与所得者異動届出書の提出期限 

5/2 ● ３月分健康保険料・厚生年金保険料の納付 

● ２月決算法人の確定申告と納税・８月決算法人の中間申告と納税（決算応当日まで） 

● ３月・８月・11 月決算法人の消費税の中間申告（決算応当日まで） 

● 労働者死傷病報告（１月～３月分）の提出期限 

令和４年４月施行の改正個人情報保護法 
個人情報保護委員会がチェックポイントを公表 

個人情報保護委員会から、令和４年４月１日の改正個人情報保護法の施行に向けてすぐに取り組むべき重点
ポイントをまとめた、「改正個人情報保護法対応チェックポイント」が公表されています。たとえば、「まずは
ここからご対応ください」として、次のようなポイントが紹介されています。 
･･････････････「令和４年４月１日 改正個人情報保護法対応チェックポイント」から抜粋･･････････････ 

★個人情報保護委員会では、改正個人情報保護法により令和４年４月からスタートする新たなルールについて、力を入れ
て周知を図っています。上記のチェックポイントのほか、マンガや動画を使ったコンテンツも用意して、それらをまとめ
た専用ページを用意しています。その他の改正事項も含め、どのような資料があるかについても、気軽にお尋ねください。 

まずはここからご対応ください 
□ 個人の権利利益を害するおそれが大きい、漏えい等の事態が発生した場合等に、

個人情報保護委員会への報告及び本人への通知が義務化されます。 
 →万が一に備え、漏えい等報告・本人通知の⼿順を整備しましょう！ 
□ 外国にある第三者への個人データの提供時に、提供先の第三者における個人情

報の取扱いに関する本人への情報提供の充実等が求められます。 
 →個人データを外国の第三者へ提供しているか否か、確認しましょう！ 
□ どのような安全管理措置が講じられているかについて、本人が把握できるよう

にする観点から、原則として、安全管理のために講じた措置の公表等が義務化され
ます。 

外国において個人データを取り扱う場合、当該外国の個人情報の保護に関する
制度等を把握した上で、安全管理措置を講じる必要があります。 

お仕事 

カレンダー 

４月 

(最初のページの続き) 

びいず 
ろうむ 
LINE 

LINE で労務情報
を動画配信して
います。是非お友
だち登録お願い
します。 


